
保育所利用者負担金（保育料）の引き下げについて（案）

内閣府

○ 少子化対策の推進
「ニッポン一億総活躍プラン」等に基づき、若者の雇用対策や子育てに係る切れ
目ない支援等の充実を図る。

○ 子ども・子育て支援新制度の更なる充実
保育士の処遇改善や企業主導型保育事業等の着実な実施を図る。

○ 子どもの貧困対策の推進
「子どもの貧困対策に関する大綱」に基づき、貧困問題の解消に取り組む。

前 提

３ 子育て支援の充実と少子化対策の推進のために

「2020 年の出生率 1.71」、「2040 年の出生率 2.16」を達成するためには、

子育て環境の充実が必要。

主な要因

平成 25 年 11 月に実施した「いわき市子ども・子育て支援に関するアンケ

ート調査」では、子育ての不安や悩みの第２位に、「経済的な負担」が挙げ

られているほか、国の調査では、理想の数の子どもを持たない理由につい

て、「子育てや教育にお金がかかりすぎる」との回答が第１位となっている。

子育て環境の充実と少子化対策を推進するためには、

子どもの養育に係る「経済的負担」の軽減が必要と考えられる。
対 策

「特定の世帯」を対象とした経済的負担の軽減では、効果が「限定的」となるため、

幅広い世帯を対象とした「経済的負担の軽減」がより有効と考えられる。

＜子育て世帯に対する具体的な経済的負担軽減策＞

№ 考えられる取組み 影響額（概算） 主な目的

28 年度

から実施

年収 360 万円未満の多子世帯に係る負担軽減

年収 360 万円未満の世帯について、利用者負担金

の多子計算に係る年齢制限を撤廃

約 70,000 千円

○多子世帯への

支援

○貧困対策

＜実施する経済的負担軽減の考え方＞

４ 具体的な経済負担軽減策について２ 市総合計画基本計画等の位置付け（概要）

Ⅱ 心をつなぎ、支えあう

２ 産む・育てる

(1) いわきで産む

(2) いわきで育てる

５年後の目標：いわき版ネウボラ制度創設

柱

分野

項目

５年後の目標：合計特殊出生率 1.71

○ 新・市総合計画改定後期基本計画

いわき市

人口ビジョン

2030 年で約 30 万人、2060 年で約 22 万人の人口を維持

自然動態の条件設定：2040 年に県の希望出生率 2.16 を達成

いわき創生

総合戦略

１ ‟人づくり„と‟まちづくり„の好循環を生み出す。

基本目標

数値目標 合計特殊出生率：1.57（2014）⇒ 1.71（2020）

出生数 ：2,562 人（2014）⇒ 2,600 人（2020）

１-3 出産・子育てプロジェクト

政策パッケージ

② 子育てする世代が安心して働ける環境の創出

＜抜粋＞ 幼児教育・保育の利用者負担について、世帯状況を踏まえた経済的

支援の拡大に取り組みます。

○ いわき創生総合戦略 多子世帯・低所得世帯への負担軽減策は一部対応済み！
更なる子育て支援の拡充、

少子化対策の推進のため、

利用者負担金（保育料）

を引き下げる。

１ 少子化対策・子育て支援等に係る国の主な取組み

厚生

労働省

○ 待機児童の解消

待機児童の解消を図るため、保育の受け皿拡大の推進や、多様な保育サービス

の充実を図るとともに、保育人材確保のための総合的な対策を講じる。

○ 総合的子育て支援の推進

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を図るため、子育て世代包括支援

センターの設置を促進する。

文部

科学省

○ 大学等奨励金事業の充実

経済的理由で進学を断念することのないよう無利子奨学金等の拡充を図る。

○ 幼児教育の無償化に向けた段階的な取り組みの推進

少子化対策を主軸に、安定財源の確保を図った上で、幼児教育の段階的な無償化

に取り組む。

幅広い世帯への波及効果を考慮する必要がある！

少子化・定住対策としての効果も期待できる！

他市比較では利用者負担金（保育料）設定額が高め！

資 料 ４
（取扱注意）

保育２号認定（３～５歳児）

⇒ 平均約15％減額

保育３号認定（０～２歳児）

⇒ 平均約10％減額

○ 対象児童：約5,500名
○ 負担軽減：全体平均で１人当たり約37,000円/年

＜改定内容（案）＞

● 歳入「保育所利用者負担金」約202,000千円減収
● Ｈ29年度当初予算要求額 1,049,648千円


